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本報告書は、令和４年６月３０日に公表した報告書を、令和４年７月２８日に公表した正誤表に 

より訂正したものです。 

 

航空重大インシデント調査報告書 

 

１．所   属  公益財団法人日本学生航空連盟 

     型   式  ダイヤモンド・エアクラフト式ＨＫ３６ＴＴＣスーパーディモナ型 

（曳航機）（動力滑空機） 

     登 録 記 号  ＪＡ０１ＫＹ 

２．所   属  公益財団法人日本学生航空連盟 

     型   式  アレキサンダー・シュライハー式ＡＳＫ２１型（被曳航機）（滑空機） 

     登 録 記 号  ＪＡ２４７１ 

   インシデント種類  物件（曳航索）が意図せず落下した事態 

   発 生 日 時  令和元年９月１６日１２時０３分ごろ 

   発 生 場 所  小松飛行場付近上空、高度約１５０ｍ 

 

令和４年６月１０日 

運輸安全委員会（航空部会）議決 

委 員 長  武 田 展 雄（部会長） 

                          委   員  島 村   淳 

                          委   員  丸 井 祐 一 

                          委   員  早 田 久 子 

                          委   員    中 西 美 和 

                          委   員  津 田 宏 果 

 

１ 調査の経過 

1.1 重大インシデ

ントの概要 

令和元年９月１６日（月）、公益財団法人日本学生航空連盟所属ダイヤモン

ド・エアクラフト式ＨＫ３６ＴＴＣスーパーディモナ型ＪＡ０１ＫＹ（搭乗者１

名）が、公益財団法人日本学生航空連盟所属アレキサンダー・シュライハー式Ａ

ＳＫ２１型ＪＡ２４７１（搭乗者２名）を曳航して福井空港を離陸し、小松飛行

場において展示飛行を行っていたところ、１２時０３分ごろ、両機を繋ぐ曳航索

の一部（直径７mm、長さ約６１ｍ、重さ約１.７kg）が落下した。 

1.2 調査の概要 本件は、航空法施行規則の一部を改正する省令（令２国土交通省令８８）によ

る改正前の航空法施行規則（昭２７運輸省令５６）第１６６条の４第１５号の

「物件を機体の外に装着し、つり下げ、又は曳航している航空機から、当該物件

が意図せず落下し、又は緊急の操作として投下された事態」に該当し、航空重大

インシデントとして取り扱われることとなったものである。 

運輸安全委員会は、令和元年９月１６日、本重大インシデントの調査を担当す

る主管調査官ほか１名の航空事故調査官を指名した。 

本調査には、重大インシデント機の設計・製造国であるオーストリア共和国に

航空重大インシデント発生の通知をしたが、その代表等の指名はなかった。 

原因関係者からの意見聴取及び関係国への意見照会を行った。 

 

２ 事実情報 

2.1 飛行の経過 公益財団法人日本学生航空連盟所属ダイヤモンド・エアクラフト式ＨＫ３６Ｔ

http://www.mlit.go.jp/jtsb/aircraft/rep-inci/AI2022-4-1-JA01KY_JA2471syuuseimae.pdf
http://www.mlit.go.jp/jtsb/aircraft/rep-inci/AI2022-4-1-JA01KY_JA2471seigohyou.pdf
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ＴＣスーパーディモナ型ＪＡ０１ＫＹ（以下「Ａ機」という。）及び公益財団法

人日本学生航空連盟所属アレキサンダー・シュライハー式ＡＳＫ２１型ＪＡ  

２４７１（以下「Ｂ機」という。）の機長の口述並びに小松飛行場管制所の飛行

場管制席（以下「タワー」という。）及び機体の運航者である一般社団法人東

海・関西学生航空連盟（以下「同連盟」という。）の職員の口述によれば、飛行

の経過等は概略次のとおりであった。 

機長１名が搭乗したＡ機は、令和元年９月１６日１１時２３分、小松飛行

場（以下「同飛行場」という。）で行われていたイベントに参加するため、

機長ほか１名が搭乗するＢ機を曳航して福井空港を離陸した。両機の機長

は、飛行前、同飛行場の気象情報を入手し、展示飛行空域では風速１６～ 

１８ktの北風があるが飛行に問題がないことを確認した。 

Ａ機の機長によれば、両機は、同飛行場において、１２時００分から１２

時１５分まで展示飛行を３回実施する予定で、当該飛行が始まる３分前まで

は、同飛行場南東の木場
き ば

潟
がた

上空（同飛行場の南東約２.５nm）で待機した。

両機は、１回目の展示飛行では１２時００分に高度６００ft で滑走路０６進

入端上空を進入して、高度５００ft で滑走路に沿って直線飛行し、２回目の

展示飛行では同高度で蛇行飛行を実施した。その後、Ａ機の機長は、３回目

の展示飛行を行うための左旋回中、ドンという衝撃を感じ、曳航索が破断し

たことを確認した。Ａ機の機長は、タワーに対して、Ｂ機はそのまま同飛行

場に着陸し、Ａ機は福井空港に帰投する旨を連絡し、１２時２０分に福井空

港に着陸した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図１ 推定飛行経路 
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Ｂ機の前席の機長によれば、Ｂ機は、午前中５回、Ａ機の曳航で発航する

飛行訓練を福井空港周辺で実施していた。Ａ機の機長が、午前８時前に飛行

前点検を実施した際、Ｂ機の機長と一緒に曳航索の外観を点検したが、ス 

トップ・エッグ*1（卵型の金具）の中の曳航索の状態は確認しなかった。Ｂ

機の機長は、曳航索が破断し衝撃を感じた際、Ｂ機側に残っていると思われ

た曳航索を切り離そうとしたが、後席の同乗操縦者から曳航索の落下による

地上への被害を防ぐため、曳航索の離脱操作を行わないようにとのアドバイ

スを受けるとともに、後席の同乗操縦者と操縦を交代し、１２時０５分、Ｂ

機は同飛行場の誘導路に着陸した。 

その後、曳航索の一部（約６１ｍ）

が、滑走路２４進入端の南３１０ｍ付

近の東側誘導路ショルダー横の草地に

落下しているのが発見された。 

本重大インシデントの発生場所は、同飛

行場滑走路２４北東端付近（北緯３６度 

２３分５２秒、東経１３６度２５分１２

秒）で、発生日時は、令和元年９月１６

日、１２時０３分ごろであった。 

2.2 負傷者 なし 

2.3 損壊 (1) 航空機の損壊の程度 ：なし 

(2) 地上施設の損壊   ：なし 

(3) その他       ：曳航索が破断して落下 

2.4 乗組員等 (1) Ａ機機長 ５７歳 

自家用操縦士技能証明書（滑空機：上級）     平成１２年１０月２７日 

特定操縦技能 操縦等可能期間満了日      令和 ２ 年 １ 月２６日 

限定事項 動力滑空機 

第２種航空身体検査証明書       有効期限：令和 ２ 年１０月 ４ 日 

総飛行時間                    ２,２２２時間１４分 

最近３０日間の飛行時間                 ６時間０５分 

(2) Ｂ機機長 ６４歳 

事業用操縦士技能証明書（滑空機：上級）     昭和５２年１１月 ９ 日 

特定操縦技能 操縦等可能期間満了日      令和 ２ 年 ２ 月２０日 

第１種航空身体検査証明書       有効期限：令和 ２ 年 ６ 月１７日 

総飛行時間                      ８７４時間３４分 

最近３０日間の飛行時間                ３１時間３０分 

(3) Ｂ機同乗者 ６９歳 

事業用操縦士技能証明書（滑空機：上級）     昭和４８年 ６ 月 ５ 日 

特定操縦技能 操縦等可能期間満了日      令和 ２ 年 ４ 月 ９ 日 

第１種航空身体検査証明書       有効期限：令和 ２ 年 ７ 月１１日 

総飛行時間                    ２,４３２時間４０分 

最近３０日間の飛行時間                １１時間２５分 

                             
*1 ストップ・エッグとは、曳航索の曳航機側に装備する卵型の金具で、その金具内部に曳航索の結び目を作り収める。

巻き取られている曳航索を最大に引き出した際、曳航機の機体側にあるストップ・エッグ・ディテントに当たり、曳

航時の荷重を受ける為のものである。 

図２ 落下した曳航索 
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2.5 航空機等 (1) Ａ機 

航空機型式：ダイヤモンド・エアクラフト式 

ＨＫ３６ＴＴＣスーパーディモナ型、製造番号：３６６０９、

製造年月日：平成１２年 ４ 月１２日 

耐空証明書               第大２０１９－３３－１４号 

有効期限                  令和 ２ 年 ４ 月２２日 

耐空類別                    動力滑空機 実用Ｕ 

総飛行時間                  ２,９７０時間３５分 

定期点検（100 時間点検、平成 31 年 4 月 23 日実施）後の飛行時間  ８９時間１５分 

(2) Ｂ機 

航空機型式：アレキサンダー・シュライハー式ＡＳＫ２１型、 

製造番号：２１４８８、製造年月日：平成３年１月２１日 

耐空証明書                第２０１９－３５－０５号 

有効期限                  令和 ２ 年 ２ 月１７日 

耐空類別                      滑空機 実用Ｕ 

総飛行時間                  ４,５１６時間３８分 

定期点検（100 時間点検、令和元年 9 月 5 日実施）後の飛行時間  ２１時間５１分 

(3) 本重大インシデント発生時、両機の重量及び重心位置は、いずれも許容範

囲内にあった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.6 気象 同飛行場の当日１２時の航空気象定時観測気象報は、以下のとおりであった。 

風向 ０２０°、風速 １２kt、卓越視程 １０km 以上、 

雲量 １／８、雲形 積雲、雲底の高さ ２,０００ft、 

雲量 ３／８、雲形 積雲、雲底の高さ ３,５００ft、 

気温 ２８℃、露点温度 ２２℃、高度計規正値（ＱＮＨ）２９.６７inHg 

2.7 その他必要

な事項 

(1) 曳航索脱落時の状況 

地上の目撃者が撮影した動画には、２

回目の展示飛行後の左旋回中、曳航索が

脱落した時点の様子が記録されていた。

これによれば、Ａ機側とＢ機側からほぼ

同時に脱落した曳航索が、一気に収縮し

て真ん中に集まり、束のようになって落

下していた。 

(2) 曳航索の状態 

落下した曳航索は、同飛行場滑走路 

２４進入端の南３１０ｍ付近の東側誘導

路ショルダー横の草地で発見されたが、

客席エリアからは離れていたため、地上へ

図３ Ａ機             図４ Ｂ機 

図５ 曳航索脱落時の映像 
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の被害はなかった。落下した曳航索の長さは、約６１ｍ、重さは、約１.７kg

であった。 

Ａ機側に残っていた曳航索（約５.５ｍ）は、ストップ・エッグの中の結び

目がちぎれるように破断していた。（図６ 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方、Ｂ機に取り付けられていたエンドピース*2からは曳航索が外れてな

くなっており、末端処理テープだけが保護カバーの中で発見された。エンド

ピースに装着されていたブレーキング・ピース*3は切れていなかった。ま

た、落下したＡ機側曳航索の一端は、ちぎれるように破断（図６の右図 参

照）し、Ｂ機側は結び目が解けていた（図７ 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) ストップ・エッグ（Ａ機側）及びエンドピース（Ｂ機側）の概要 

Ａ機は、滑空機の離脱後に曳航索を巻き取るための曳航索巻取り装置を装

備している。曳航索のＡ機側には、曳航中に働く張力により当該装置から一

定長さ以上の曳航索が引き出されないよう、曳航索にストップ・エッグが装

着され、機体側に装着されたストップ・エッグ・ディテントで曳航索が止ま

るようになっている。 

曳航索の末端には、エンドピースを装着し、リング・ペアを介して曳航索

を滑空機（Ｂ機）に取り付ける。また、エンドピースの中にはブレーキン

                             
*2 エンドピースとは、曳航索の滑空機側（被曳航機側）の先端に装着される金具であり、リング・ペアを介して、滑

空機に接続するもの。曳航索はエンドピースに通し、先端に結び目を作り、エンドピース内に収める。 
*3 ブレーキング・ピースとは、過大な荷重が曳航索にかかった際に破断して曳航索と滑空機を切り離す金属製の板の

こと。 

図６ 曳航索の破断状況（Ａ機） 

図７ エンドピースと結び目が解けた曳航索の状況（Ｂ機側） 
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グ・ピースを装着し、曳航時に過大な張力（最大荷重４００daN＊4±４０）

が加わった場合にはブレーキング・ピースが切れて、自動的に滑空機が曳航

索から離脱する仕組みになっている。（図８ 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 追加飛行規程及び関連技術文書 

① 追加飛行規程 

Ａ機に搭載されていた個別追加飛行規程 No.9「曳航索巻取り装置の運

用」には、曳航索の仕様及び検査間隔について以下のとおり記載されてい

たが、ストップ・エッグ内の曳航索の損傷の有無、及びエンドピース内の

曳航索の結び目のずれを確認することについての記載はなかった。 

6.9 装備品リスト 

曳航索は、長さ 30～50m(98～164ft)、PVC又はポリアミド製、最大

径 6.3mm(0.25in)、DAI-WI No.27 による緑色のマーキング。 

8.2 検査間隔 

曳航飛行において着陸回数が 2000 回に到達した後、新品の曳航索

と交換すること。 

② 関連技術文書 

Ａ機の点検整備を行っていた同連盟の関係者によれば、DAI-WI（Work 

Instruction）No.27 を入手しておらず、これら Work Instruction の内容

を把握していなかった。なお、本調査において、設計・製造者に同 No.27

                             
*4 1daN＝10N≒1.02kgf 

図８ 曳航索の取付け方法 
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の内容を問い合わせたところ、同 No.27 は同 No.28 の間違いであることが

判明した。DAI-WI No.28 には、曳航索の処置について以下の内容が記載さ

れていた。（図９ 参照） 

・ストップ・エッグの取付け（仮訳） 

スリーブをねじって二つに分離し、ストップ・エッグ半分のスリーブを

曳航索に通す。８の字結びで結び目を作り、この結び目がスリーブの中に

収まるようにしながら、もう半分のスリーブにねじ込んで結合する。 

・エンドピースの取付け（仮訳） 

エンドピースのアルミニウム部分に曳航索を通し、エンドピース内で８

の字結びで結び目を作り曳航索がエンドピースから抜けないようにする。 

③ 曳航索の処置（結び目の作り方） 

本調査において、曳航索巻取り装置の設計・製造者純正の曳航索（以下

「ロープＡ」という。）に８の字結びによる結び目を作り、ストップ・ 

エッグ及びエンドピースの中に結び目が入るかどうか調べたところ、ス 

トップ・エッグの中に８の字結びで結び目を収めることは難しいことが確

認された。一重結びであればストップ・エッグの中に収めることは可能で

ある。なお、エンドピースの中に８の字結びによる結び目を収めることは

可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 曳航索の使用実績 

Ａ機の重大インシデント発生時に使用されていた曳航索（以下「ロープ

Ｂ」という。）は、曳航索巻取り装置を装備した当初から装着されていたも

のではなく、それ以降に国内で購入した長さ約６６.５ｍ最大径７㎜のポリ

エステル製のものであった。当該曳航索は、納入業者により強度試験が行わ

れていたが、実際に使用される形態での結び目の強度ではなく、結び目を作

らない直線強度の引張試験のみの評価で十分な強度があると判断されてい

た。平成３０年６月２１日に初めてＡ機に装着されてからの曳航飛行による

着陸回数は、６６９回であった。 

(6) 曳航索等の引っ張り強度試験 

結び目のない曳航索の引張強度（直線強度）と結び目のある曳航索の結び

目部分の引張強度（結び目強度）を比較するため、ロープＡ、ロープＢ、及

び新品の曳航索（以下「ロープＢnew」という。）による試験を行なった。

結び目を作らない直線引張強度試験以外は、曳航時に使用するストップ・ 

エッグ又はエンドピースを装着した状態とした。 

図９ DAI-WI No.28 に基づく曳航索の処置(ロープＡ) 
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ロープＡとロープＢについて、一重結び（単純な止め結び）による結び目

を作って引張試験を行い、結び目部分が破断する荷重（結び目の強度：３回

計測した平均値）を計測した。その結果、ロープＡは約５００daN、ロープ

Ｂは約３５０daN（ロープＡの約７０％）であった。なお、ロープＢnew につ

いても試験した結果、ロープＢとロープＢnew では結び目の強度に大きな差

は見られなかった。（表１ 参照）また、最初に１０daN で結び目を作成

し、ヒューズの耐負荷以下の荷重（１００～３００daN）をかけたところ、

いずれの曳航索も結び目部分の移動（３～５cm）が確認された。（表３ 参

照） 

DAI-WI No.28 に記載されている要領で８の字結びを作って引張試験を行っ

たところ、いずれの曳航索も、一重結びと同様に、８の字結びの時も、直線

強度より５０％近く引張強度が低下することが認められた。(表１ 参照)ま

た、最初に１０daN で結び目を作成し、８の字結びによる荷重ごとの結び目

部分の移動試験をしたところ、いずれの曳航索も１㎜以下のずれで安定して

いたことが確認された。（表４ 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇：ブレーキング・ピース（使用品）の強度 （392 daN）以上  

▲：ブレーキング・ピース（使用品）の強度 （392 daN）未満 
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なお、ストップ・エッグを手順書どおりの方向に取り付けたものと逆方向

に取り付けたものについて引張試験を行った結果、大きな差は見られなかっ

た。（表１ 参照） 

(7) 曳航索に結び目を作った場合の強度に関する参考文献 

米国連邦航空局（ Federal Aviation Administration”FAA”）発行

「Glider Flying Handbook（グライダー・フライング・ハンドブック）」の

６-６頁によれば、「曳航索に結び目があると強度は最大５０％低下する

（仮訳）」と記述されている。 

(8) 曳航索の材質試験 

追加飛行規程によれば、曳航索は、「ＰＶＣ又はポリアミド製」と指定さ

れていた。 

試験機関においてＡＴＲ法（全反射測定法）による繊維鑑別試験を実施し

たところ、重大インシデント発生時に使用されていた国産曳航索は、ロープ

ＢもロープＢnew も材質はポ

リエステル製と判定され

た。一方、ロープＡについ

ては、表層、中層はポリエ

ステル製で、芯のみポリア

ミド（ナイロン）製という

試験結果であった。(図１０ 

参照)なお、ＰＶＣ、ポリア

ミドの他にポリエステル製

であっても使用可能なこと

をＡ機の設計・製造者に確

認し、その後、追加飛行規

程 No.9 に反映された。 

 

３ 分析 

3.1 気象の関与 なし 

3.2 操縦者の関与 なし 

3.3 機材の関与 あり 

3.4 判明した事項

の解析 

(1) 曳航索脱落時の状況 

Ａ機及びＢ機は曳航飛行中に何度か蛇行飛行や旋回を行っていた。曳航索

脱落時の映像及び回収された曳航索の端部の状況から、３回目の展示飛行を

行うためにＡ機が左旋回した際に、曳航索に過大な張力が働き、Ａ機側ス 

トップ・エッグ内の結び目部分で破断したものと推定される。さらに、ほぼ

同時にＢ機側エンドピース内で、結び目が解けたことにより、曳航索は、高

度約５００ftを飛行中に落下したものと推定される。 

(2) Ａ機側ストップ・エッグ内の結び目部分での破断 

曳航索の引張強度試験によれば、ロープＡは、曳航索に結び目を作ったこ

とで強度が低下しても、ブレーキング・ピースの強度（400daN）以上の十分

な強度があることが判明した。一方、ロープＢは、曳航索に結び目を作ると

ブレーキング・ピースの強度未満に低下することが判明した。 

この曳航索は、同連盟に納入する際に、実際の運用形態である結び目を 

図１０ ロープＡ断面 

中芯 
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作った上での強度試験ではなく、結び目を作らない直線強度試験のみの評価

に基づき使用されていた。このためストップ・エッグ内の結び目によって強

度不足となり、ブレーキング・ピースが働く強度以下で破断したものと考え

られる。同連盟は、飛行規程に合致した強度を有する曳航索（曳航索巻取り

装置の設計・製造者純正のポリエステル製曳航索又は同等の）を使用する必

要があった。ＦＡＡ発行「グライダー・フライング・ハンドブック」の６-６

頁において、「曳航索に結び目があると強度は最大５０％低下する」と記述

されているとおり、曳航索は、飛行規程に従った装着方法により曳航索に結

び目を作った状態で、ブレーキング・ピースが働く強度に十分な余裕をもた

せたものを使用することが重要である。 

(3) Ｂ機側エンドピース内で解けた結び目 

Ｂ機に取り付けられたエンドピース内で曳航索の結び目は、本事案が発生

した飛行までの曳航索の使用中に、繰り返しの引っ張り荷重を受けて徐々に

索の末端方向に移動していたものと推定される。そして、Ａ機側のストッ

プ・エッグ内で曳航索が大きな張力の負荷の下で破断したことにより、Ｂ機

側に残った索が張力から解放されて急激に不規則な動きをしたためエンド 

ピース内で結び目が解けたものと考えられる。 

DAI-WI No.28 によれば、曳航索の結び目は８の字結びで作ることになって

いたが、同連盟は DAI-WI No.27 及び No.28 を入手しておらず、これらの内容

を把握していなかった。また、結び目部分の移動試験の結果から、８の字結

びに比べて一重結びの場合、結び目が移動しやすいことが確認された。この

ことから、本重大インシデント機で使用されていた曳航索について、Ｂ機側

のエンドピースに通された曳航索の端に作られた結び目は、８の字結びでは

なく、一重結びであった可能性が考えられる。 

(4) 飛行規程に基づく装備品の取り付けと点検の遵守 

曳航索にストップ・エッグを装着する際には、DAI-WI No.28 に従って、適

切にこれを行う必要がある。しかし、今回の調査において、ロープＡの８の

字結びによる結び目の大きさではストップ・エッグの中に入れることは難し

いことが判明した。これについて、Ａ機の設計・製造者に問い合わせしたと

ころ、ストップ・エッグの結び目は一重結びにするように DAI-WI No.28 が改

正された。 

また、曳航索にエンドピースを装着する際には、DAI-WI No.28 に従って確

実に８の字結びで結び目を作った上で、結び目をエンドピース内に収める必

要がある。 

飛行規程の作成・管理者は、安全運航に必要な情報を収集確認する体制を

整えて適時飛行規程を変更するとともに、同型式機の所有者に適時適切な方

法により伝達することが重要である。 

Ａ機の機長によれば、当日の最初の飛行前点検では、ストップ・エッグ及

びエンドピース内の曳航索の結び目の状態の確認は行われておらず、また過

去にこれらの点検を行った記憶はなかった。 

曳航を繰り返し実施する間に、ストップ・エッグ内において曳航索に損傷

が生じることや、エンドピース内において最初に作った曳航索の結び目が維

持されず、結び目が移動して解ける可能性があることを考慮し、曳航索の使

用状況に応じた適切な頻度で、ストップ・エッグ内の曳航索の損傷の有無

や、エンドピース内の曳航索の結び目の位置や締め付け状態について点検す
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ることが重要である。 

 

４ 原因 

本重大インシデントは、Ａ機がＢ機を曳航して飛行中、両機をつなぐ曳航索がＡ機側で破断し、ほ

ぼ同時にＢ機側のエンドピース内に作られた結び目が解けたため、飛行場の草地に落下したものと推

定される。 

 

５ 再発防止策 

(1) Ａ機の設計・製造者により講じられた措置 

追加飛行規程 No.9「曳航索巻取り装置の運用」において引用されている設計・製造者が作成し

た Supplement Aircraft Flight Manual を「DAI-WI No.27」から「DAI-WI No.28」に変更した。 

追加飛行規程 No.9「曳航索巻取り装置の運用」6.9 EQUIPMENT LIST において、曳航索に使用す

る材料を、「ＰＶＣ又はポリアミド製」から「ポリエステル、ＰＶＣ又はポリアミド製」に変更

した。 

また、設計・製造者は、DAI-WI No.28 を改正し、ストップ・エッグの結び目は一重結びにする

という規定に変更した。 

(2) 一般社団法人東海・関西学生航空連盟により講じられた主な措置 

本重大インシデント発生後、次の再発防止策を講じるとともに、必要に応じてこれを見直すこ

ととした。なお、③～⑥の対策を講じることにより、①と②の措置は解除された。 

① 空港内の展示飛行のようなレベルフライトでの曳航は、発航時の曳航と比較すると曳航索の

弛みを発生させやすいため、本航空重大インシデントの原因が究明されるまでの間、曳航中の

レベルフライト、蛇行飛行等を中止した。 

② 本航空重大インシデントの原因が究明されるまでの間、曳航索巻き取り装置の使用を中止し

た。 

③ Ａ機に使用する曳航索は、追加飛行規程 No.9 の曳航索の要件を満たす曳航索巻取り装置の設

計・製造者純正のものとする。 

④ ストップ・エッグ及びエンドピース内の結び目は、DAI-WI No28/3 に従って適切に結び目を作

る。 

⑤ エンドピース内の結び目は、結んだ残りを長くし移動があれば目視で確認できるようにす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 最新の技術情報（AFM、WI など）を確認し飛行規程に反映する。また飛行規程に従い安全な運

航を行う。 

 

 

結び目を長くして外から見えるようにする 


